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コンテンツ制作面の取組
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インターネットの高度化やデジタル放送の普及にともな

い、これらのメリットを最大限に享受できるようにするた

め、多様なコンテンツが豊富に提供される環境の整備が必要

である。このため、総務省では、コンテンツ制作環境の高度

化に向けた取組を推進している。

①コンテンツ流通プラットフォーム実証実験（ネットワー

ク・コラボレーション）

デジタルコンテンツ産業は、我が国の21世紀基幹産業と

して発展が期待されているが、コンテンツの制作面において

は、米国、イギリス等で採用され始めているネットワークを

活用した高度な共同制作環境の実現が課題となっている。そ

こで、通信・放送機構では、平成12年度に、我が国のデジ

タルコンテンツ産業の振興と国際競争力の強化に向けて、ネ

ットワークを活用した映像コンテンツの共同制作に関する実

証実験を、東京都内及び東京-沖縄間において実施した（図

表①）。

②次世代インテリジェントコンテンツ流通システム開発促進

事業

「創造的情報通信システムの研究開発」の一環として、双

方向機能や蓄積機能など、デジタル技術を活用した高機能な

ブロードバンドコンテンツの利用促進を実現するコンテンツ

流通システムについて、通信・放送機構において研究開発を

委託して実施している。

③放送番組制作設備等のデジタル化支援

地上デジタル放送の早期の普及を促進するため、これに関

連する放送番組制作設備等を対象に、税制上の特例措置及び

日本政策投資銀行等による無利子･低利融資並びに平成11年

11月に施行された｢高度テレビジョン放送施設整備促進臨時

措置法｣に基づく通信･放送機構による債務保証が行われてい

る(図表②)。

図表②　地上テレビジョン放送事業者及び放送番組制作事業者のデジタル化支援（税制・金融上の特例措置）

･デジタル番組制作設備�
･デジタル伝送装置�

･地上テレビジョン放送事業者�
（全国、関東･近畿広域圏局を除く。）�

法人税についての特別償却�
（特別償却率15％）�

国　税�
措置内容� 対象事業者� 対象設備�

･デジタル番組制作設備�･放送番組制作事業者�
･デジタル番組制作設備�･放送番組制作事業者�所得税についての特別償却�

（特別償却率15％）�
･デジタル番組制作設備�
･デジタル伝送装置�
･デジタル送受信装置�
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･放送設備�
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･地上ラジオ放送事業者�
･放送番組制作事業者�
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日本政策投資銀行等による低利融�
資�

財政投融資�

･デジタル番組制作設備�
･デジタル伝送装置�
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低利融資�

NTT-C･C’�

･デジタル番組制作設備�
･デジタル伝送装置�
･デジタル送受信装置�

･地上テレビジョン放送事業者�通信･放送機構による資金の借入等�
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図表①　コンテンツ流通プラットフォーム実証実験の概要（ネットワークコラボレーション）

インターネット放送用映像�
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制作事業者� BSデータ�

放送事業者�
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（出典）総務省資料



放送のデジタル化、インターネットのブロードバンド化に

よる多メディア・多チャンネル化の進展は、コンテンツに対

する需要の増加をもたらしているが、コンテンツ流通の円滑

化が図られていない状況にある。総務省では、その環境整備

のために、以下の施策を推進している。

①コンテンツ流通プラットフォーム実証実験（著作権等処

理･管理システム）

コンテンツの流通面においては、素材となる既存コンテン

ツの著作権処理の円滑化や不正コピーの防止等が課題となっ

ている。そこで、通信・放送機構では、平成12年度にネッ

トワークを活用したコンテンツの円滑なネット流通を可能と

するコンテンツ流通プラットフォームの実現に向けて、著作

権等処理・管理システムを構築し、コンテンツ制作者等が販

売等のための権利処理をネットワーク上で行う実証実験、ま

たコンテンツにID等を電子透かしにより埋め込み、ネット

ワーク上で流通させ、検索システムにより所在等を探査する

不正利用探査システムの実証実験を実施した（図表①）。

②放送番組の二次利用促進のためのデータベースマネジメン

トシステムの開発

放送番組制作事業者等が個別に整備している放送番組の既

存データベースを活用し、共通データベースの整備による放

送番組の二次利用促進のためのデータベースマネジメントシ

ステムの開発を平成11年度から実施している。

③放送番組の保存のための研究開発

放送番組を収集･保存する番組ライブラリ（注）のデジタ

ル化を行い、これをネットワークで結び、遠隔地から高速で

検索･視聴できるようにするシステム及び地域情報番組等の

比較的短時間の放送番組を視聴ブースからリクエストに応じ

て効果的に視聴・提供するシステムについて、通信･放送機

構において研究開発を実施している。

第４節　コンテンツの振興

コンテンツの流通・保存面の取組

2 コンテンツ流通市場の形成
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図表①　コンテンツ流通プラットフォーム実証実験の概要（著作権等処理・管理システム）

著作権等処理・管理システムの実証実験� 不正利用探査システムの実証実験�

コンテンツGigaネットワーク�コンテンツGigaネットワーク�

コンテンツIDコード�
管理サーバー�

コンテンツIDコード�
管理サーバー�

コンテンツ�
サーバー�

コンテンツ�
サーバー�

電子透かし自動�
付与システム�

電子モール�
インターネット�

B2B

B2C

制作者�

制作者�

制作者�

著作権等処理・管理システム�

不正利用検査�
システム�

著作権等処理・�
管理システム�

コンテンツIDコード�
による管理�

著作権の分散�
処理の有効性�
の検証� �

電子透かしを埋め込
んだコンテンツを自
社で設置する公衆向
け回線を介してコン
テンツを提供�

コンテンツに電子�
透かしを自動付与。�
電子透かしに埋め�
込まれた著作権情�
報により不正利用�
検査�

（出典）総務省資料

（注）番組ライブラリとは、国民的財産ともいえる優良な放送番組等が収集･保存されたもので、現在は、放送法に定める指定法人である（財）
放送番組センターが整備している。
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④次世代放送コンテンツの振興に関する調査研究会

デジタル放送の導入をはじめとした情報通信分野における

技術革新及び環境変化を踏まえ、総務省は、平成12年2月

から「次世代放送コンテンツの振興に関する調査研究会」を

開催し、我が国及び欧米諸国における放送コンテンツに関す

る動向を調査するとともに、次世代放送コンテンツの振興に

向けた課題や具体的方策について検討、同年7月に報告書を

取りまとめた(図表②)。

⑤デジタルコンテンツのネットワーク流通市場形成に向けた

研究会

放送のデジタル化、インターネットのブロードバンド化に

よる多チャンネル化の進展がコンテンツに対する需要増をも

たらす一方で、コンテンツのネットワーク利用に際し、著作

権等を処理する契約に関するルールが確立されていないこと

などによりコンテンツ流通の円滑化が図られていない現状を

踏まえて、総務省では、平成13年2月から「デジタルコン

テンツのネットワーク流通市場形成に向けた研究会」を開催

し、円滑なコンテンツ流通市場の形成に必要な著作権管理シ

ステムの構築に向けた制度的・技術的課題と具体的方策を検

討している。

図表②　次世代放送コンテンツの振興に関する調査研究会報告書の概要

（出典）総務省資料
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近年の携帯電話の爆発的な普及を背景に、携帯電話のイン

ターネット接続サービスは目覚ましい成長を続けており、モ

バイルネットワークを利用したコンテンツビジネスの高度

化・多様化が進展する一方、コンテンツの質や利用者保護の

在り方が問われる状況が生じている。今後第三世代移動通信

システム（IMT-2000）のサービス開始により、動画像コ

ンテンツの配信も実現することから、より高度なアプリケー

ションを提供する多彩なビジネスモデルの出現が予想される

ところであるが、問題が更に複雑化、深刻化する懸念もあ

る。総務省では、モバイルコンテンツビジネスが社会的な信

任にこたえ、成長していくために必要な環境の整備を図るた

め、以下のような研究会を開催している。

①次世代移動体通信システム上のビジネスモデルに関する研

究会

我が国では、平成13年度以降、世界に先駆けてIMT-2000

のサービス提供の開始が見込まれており、より高度なアプリ

ケーションを提供する多彩なビジネスモデルの出現が予想さ

れる状況を踏まえ、平成12年7月から「次世代移動体通信

システム上のビジネスモデルに関する研究会」を開催し、社

会経済活動の新しいプラットフォームとして、その成長が期

待されるIMT-2000について、その上に成立するビジネス

モデルの可能性や、国民生活、産業、経済に与える影響を考

察するとともに、その健全な発展のために解決すべき課題と

行政が果たし得る役割について検討を行っている。平成13

年6月下旬を目途に検討結果を取りまとめる予定である（図

表）。

②モバイルコンテンツビジネスの環境整備の方策に関する研

究会

ｉモードに代表される携帯電話のインターネット接続サー

ビスの急成長にともない、モバイルネットワークを利用した

コンテンツビジネスの高度化・多様化が進む中で、若年層利

用者の保護の観点から問題のあるコンテンツの内容やモバイ

ル端末の特性を踏まえた取引ルールの不備が顕在化している

ことから、平成12年11月より「モバイルコンテンツビジネ

スの環境整備の方策に関する研究会」を開催し、モバイルネ

ットワーク上で流通しているコンテンツの現状を把握し、利

用者保護の有効な対策について検討している。平成13年7

月上旬を目途に検討結果を取りまとめる予定である。

第４節　コンテンツの振興

モバイルコンテンツビジネスの健全な発展に向けて

3 モバイルインターネット・コンテンツの振興
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図表　ＩＭＴ-2000で予想されるビジネスモデル（例）

ミュージシャン� PDA パソコン�ゲーム機� デジタルTV

個人�
ホームサーバ�

IMT-2000ネットワーク�

ネットワーク経由での�
ダイレクト販売�

サーバを介さない�
C2Cゲーム対戦�

Bluetoothや�
メモリカードを活用�
した様々な機器での�

ゲーム利用�

課金／�
認証／�
著作権�
保護等�

課金／�
認証／�
著作権�
保護等�

音楽データ配信�

プロモーションビデオ配信�

カラオケビデオ配信�

コンサート映像・音声配信�

コンテンツプッシュサービス�

着メロ変換サービス�

音楽�
コンテンツ�

ゲーム�
コンテンツ�

音楽配信� ゲーム配信�

音楽コンテンツの購入�
（音楽データの取込み�

CDジャケット画像の取込み）�

店舗内バーコードからの�
音楽試聴データの取込み�

店舗内でのBluetooth�
経由でのリコメンド情報の配信�

大容量ネットワークでの�
双方向サービス�

GPSの位置情報と連動する、リアルと�
バーチャルが融合したネットワークゲーム�

CCDカメラ撮影画像の�
ゲームキャラクタへの取込み�

メモリカード経由での様々な機器での再生�

保有者�

保有者�

IMT-2000�
端末�

IMT-2000�
端末�

IMT-2000端末�Bluetooth

バーコード�
スキャナ�

メモリ�
カード�

コンテンツ�
プロバイダ�

コンテンツ�
プロバイダ�

CDショップ、コンビニ・KIOSK等�

IMT-2000ネットワーク�

IMT-2000ネットワーク�

IMT-2000�
ネットワーク�

コンテンツ�
プロバイダ�

GPS

Bluetooth CCD�
カメラ�

メモリ�
カード�

ダウンロード�

アップロード�

（出典）総務省資料


